
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整然とした住宅地域

宇地泊停300 m

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

宇地泊停　北西方300 m

観光需要が回復しており、景気は緩やかな拡大傾向にある。

区画整然とした住宅地域であり、那覇市等に近い住宅地の需要が概ね
堅調に推移するほか格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

区画整然とした住宅地域として熟成し、格別の変動要因はなく、当面は現状を維持すると予測する。生活利便性
の高い住宅地の需要は依然として堅調であり、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、規範性が認められる事例から比準しており、市場の実態を反映し実証的である。収益価格は、昨今の高騰
した建築費や収受可能な賃料水準を考慮したが、賃貸の収益性に着目した土地取引が市場を牽引する状況にはなく、需
要者の意思決定にあたっては取引価格の水準が一般的に重視される。以上より、本件では市場の実態を反映した比準価
格を採用し、収益価格を参考にとどめ、指定基準地からの検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市及び周辺市町の住宅地域で、特に区画整然とした住宅地域との代替性が強い。需要者は、市内の
居住者が中心であるが、他の市町村からの転入者もみられる。生活利便性の高い区画整然とした住宅地域の需要は高い
。土地は２５０㎡程度で総額３０００万円を超える水準に上昇しており、新築戸建住宅は総額４０００～５０００万円
程度が取引の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 井澤　康

一般財団法人日本不動産研究所

令和 7 6 27

令和 7 7 3

宜野湾市宇地泊２丁目５１９番
「宇地泊２－３４－６」

288

1：1 ＲＣ 2

南西6 m

市道

水道、

下水

２中専
(60,200)

（その他）

250 50 80 200 低層住宅地

17 17 290 正方形

２中専
(60,200)

低層住宅地 方位 +1.0

162,000

54,300

／

／

令和 7 120,000

46,700,000 162,000

□ □

宜野湾(県) 8

144,000

108.3

101.0 96.0

101.0
162,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-4.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
151,000

+7.3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅を中心に
、共同住宅も混在する住
宅地域

愛知停320 m

宜野湾小学校東方、国道３３
０号南東背後の既成住宅地域

基準方位北　　　
５．５ｍ私道

愛知停　南東方320 m

市内人口はやや増加傾向。高齢化率も同様である。新築戸建の戸数は
やや減少傾向であるが、土地の分譲価格は上昇傾向にある。

既成住宅地域としての地域要因に特段の変化は無い。

個別的要因に変動はない。

宜野湾小学校東方、国道３３０号南東背後の既成住宅地域である。戸建分譲地の販売も比較的良好であり、取引
価格は緩やかな上昇傾向と判断した。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

一般住宅、共同住宅等が混在する既成住宅地域である。地域の画地規模、容積率等を考慮すると居住の快適性を志向し
て取引が行われる地域であり、居住系用途を中心とした賃料水準が低廉であり、建築費高騰の影響もあることから収益
価格は試算しなかった。宅地分譲等を中心に取引価格が高騰しつつあり、総額を意識して画地規模も小さくなりつつあ
る。よって、本件では比準価格を標準に、指定基準地との比較検討を踏まえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、市内全域に亘る既成住宅地域及びその他の住宅地域である。需要者の中心は市内居住者であり、圏外か
らの転入者等も見られる。市内の類似地域等の取引価格の高騰が継続しており、県内景気の回復基調下である価格時点
において、相対的な優良住宅地に比べやや値頃感のある本件土地の取引価格が上昇傾向にある。土地で２，７００万円
前後、中古建物込みで４，０００万円前後が取引の中心となる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 7 6 10

令和 7 7 3

宜野湾市愛知２丁目２９０番２４
「愛知２－７―１８」

182

1：1.5 ＲＣ 2

北西5.5 m

私道

水道、

下水

１中専
(60,200)

（その他）

100 100 100 150 戸建住宅地

12 17 200 ほぼ長方形

１中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

137,000

／

／

／

令和 7 105,000

24,900,000 137,000

□ □

宜野湾(県) 8

144,000

108.3

101.0 113.4

100.0
136,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

+6.0

+7.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
130,000

+5.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、アパート等が
混在する既成住宅地域

佐真下停250 m

特にない 基準方位北　４ｍ
市道

佐真下停北東方250 m

拡大基調にある県経済や好調な観光業の影響を受け、土地需要の増加
が認められるが、建築費の高止まりなど懸念材料も存在する。

周辺地域の熟成度が高まっており、利便性が高まっていることから需
要は高まっている。

特別な変動要因はないが、地域の標準的使用であり、相応の競争力を
有していると思料する。

幹線道路背後の住宅地で小学校や中学校のほかスーパーも近く、利便性が高い地域であるが、近隣地域内に特段
の変動要因はなく、現状を維持すると予測する。需要が認められる一方で供給は少なく地価は上昇傾向にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は宜野湾市内の類似した住宅地の取引事例を採用して試算しており、市場性を反映した実証的な価格で規範性
は高い。この地域は共同住宅がみられるが、想定建物における地域の標準的賃料を前提とすると、昨今の建築費高騰に
より土地に帰属する純収益がマイナスとなるため、収益還元法は適用しなかった。本件においては、規範性の高い比準
価格を採用して、指定基準地からの検討を考慮のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市における住宅地域である。需要者の中心は市内居住者であるが、学校やスーパーが近く利便性が
高いことから圏外からの転入者もみられる。利便性が高い地域であることから需要が認められる一方で、供給が少なく
、宜野湾市の土地区画整理事業地の地価上昇の影響もあって、地価上昇は顕著である。取引価格帯の中心は土地で３５
００万円から４０００万円程度、建物付であれば４０００万円後半から５０００万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 髙平　光一

ニライカナイ・アセッツ・コンサルティング株式会社

令和 7 7 2

令和 7 7 3

宜野湾市我如古１丁目３５７番２
「我如古１－２５－２１」

276

1：1.5 ＲＣ 2

北東4 m

市道

水道、

下水

１中専
(60,200)

（その他）

(60,160)

280 130 100 70 低層住宅地

12 20 240 長方形

１中専
(60,160)

低層住宅地 方位                          0.0

133,000

／

／

／

令和 7 100,000

36,700,000 133,000

□ □

宜野湾(県) 8

144,000

108.3

101.0 117.6

100.0
131,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+2.0

+2.0

+13.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
124,000

+7.3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅、アパー
ト等が混在する住宅地域

志真志団地前停110 m

宜野湾市南東部の既成住宅地
域

基準方位北　　　
４．５ｍ私道

志真志団地前停北西方
110 m

　県内景気は拡大基調にある。個人消費は緩やかな増加、観光は拡大
基調、設備投資は持ち直している。当市の人口は微増傾向。

宜野湾市内の住宅地需要は全般的に堅調な状況が続いている。

個別的要因に変化はない。

当該近隣地域は、旧来からの一般住宅地域として今後とも特に大きな変化はなく、現在の住環境を維持するもの
と予測する。堅調な住宅需要を背景として、地価は上昇傾向となっている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

建築費高騰の中、画地条件や近隣地域の家賃水準からすれば合理性のある賃貸用住宅の想定は困難であり、また取引は
自用目的がほとんどで収益性より快適性が重視される住宅地域であるため収益価格は求め得なかった。比準価格は、規
範性の高い事例を中心に把握されており、補修正や要因比較も適切になされたものと思料する。そこで指定基準地及び
類似地域内の地価公示地との検討をも踏まえた上で比準価格を妥当と判断し鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は概ね那覇市通勤圏のうち国道５８号・３３０号沿線都市である宜野湾市とこれに隣接する浦添市、北谷町
の一部の圏域。需要者の中心は同市居住者のほか隣接市町村からの転入者も見られる。区画整理事業等による新規供給
に落ち着きが見られる一方で、需要は堅調な状況が続いている。土地は１７０㎡前後で２０００万円程度、新築戸建物
件の取引は少ないがおよそ４７００万円程度が需要の中心となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 7 6 17

令和 7 7 3

宜野湾市志真志４丁目５８９番５
「志真志４－３１－６」

161

1：1.5 ＲＣ 2

南西4.5 m

私道

水道、

下水

１中専
(60,200)

（その他）

50 100 30 50 戸建住宅地

10 15.5 160 長方形

１中専
(60,200)

戸建住宅地 方位                          +1.0

135,000

／

／

／

令和 7 105,000

21,700,000 135,000

□ □■

132,000

宜野湾 10

104.1

101.0 101.9

101.0
135,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

-2.0

+4.0

0.0

0.0

宜野湾(県) 8

144,000

108.3

101.0 115.1

101.0
135,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+2.0

-1.0

+14.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
130,000

+3.8



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅等が建ち並ぶ区
画整然とした住宅地域

宜野湾市営球場前停
140 m

区画整理済みの新興住宅地域 基準方位北　　　
６ｍ市道

宜野湾市営球場前停南
東方
140 m

　県内景気は拡大基調にある。個人消費は緩やかな増加、観光は拡大
基調、設備投資は持ち直している。当市の人口は微増傾向。

選好性の高い新興住宅地域として希少性がある。

個別的要因に変化はない。

区画整然とした新興住宅地域として概ね熟成しており、今後とも特に大きな変化はなく、現在の住環境を維持す
ると予測する。需要者の選好性の高い地域だが売り物件は乏しく、地価は上昇傾向にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

建築費高騰の中、画地条件等から合理的な賃貸住宅の想定は難しく収益価格は低廉に求められた。近隣地域の取引は自
用目的が中心であり、また収益性よりも快適性が重視される住宅地域であるため収益価格は参考にとどめる。比準価格
は規範性の高い事例を中心に把握されており、補修正や要因比較も適切になされ信頼度は高いと思料する。そこで指定
基準地及び類似地域内の地価公示地との検討をも踏まえた上で比準価格を妥当と判断して鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は概ね那覇市通勤圏のうち国道５８号・３３０号沿線都市である宜野湾市とこれに隣接する浦添市、北谷町
の一部の圏域。需要者の中心は同市居住者のほか隣接市町村からの転入者も見られる。区画整理事業等による新規供給
に落ち着きが見られる一方で、需要は堅調な状況が続いている。土地は１７０㎡前後で２０００万円程度、新築戸建物
件の取引は少ないがおよそ４７００万円程度が需要の中心となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 7 6 17

令和 7 7 3

宜野湾市大山６丁目２５番１２
「大山６－２５－２０」

198

1：2 ＲＣ 3

北東6 m

市道

水道、

下水

２中専
(60,200)

（その他）

150 20 150 80 低層住宅地

10 20 200 長方形

２中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

184,000

57,200

／

／

令和 7 140,000

36,400,000 184,000

□ □■

174,000

宜野湾 5

103.7

102.0 96.0

100.0
184,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-4.0

0.0

0.0

宜野湾(県) 8

144,000

108.3

101.0 84.3

100.0
183,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

-2.0

-14.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
171,000

+7.6



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、建売住宅のほ
かアパート等が混在する
住宅地域

広栄停300 m

特にない 基準方位北、５．
５ｍ市道

広栄停　北西方300 m

観光需要が回復しており、景気は緩やかな拡大傾向にある。

既成住宅地域で那覇市に近く、幹線道路へアクセスしやすい住宅地等
の需要が堅調に推移するほか格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅が多くみられる住宅地域で、格別の変動要因はなく、当面は現状を維持すると予測する。住宅地需要は
那覇市・浦添市等に比べて割安感のある周辺市町へ拡がっており、地価はやや上昇傾向で推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、規範性が認められる事例から比準しており、市場の実態を反映し実証的である。一方、収受可能な賃料水
準と建築費を勘案すると、経済合理的な賃貸経営の想定が困難であるため、収益価格の試算は行わなかった。近隣地域
は戸建住宅が多い地域で自用目的の需要が中心となり、需要者の意思決定にあたっては取引価格の水準が一般的に重視
される。以上より、比準価格を採用し、指定基準地からの検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市及び周辺市町の住宅地域であり、需要者は、市内の居住者が中心であるが、他の市町村からの転
入者もみられる。那覇市等と比べて値頃感があり、また、幹線道路へアクセスしやすい等の交通利便性の高い住宅地の
需要は堅調である。取引の中心価格帯は土地で２０００万円を超える水準に上昇している。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 6 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 井澤　康

一般財団法人日本不動産研究所

令和 7 6 27

令和 7 7 3

宜野湾市嘉数２丁目２８４番１
「嘉数２－１－１１」

234

台形

1：2 ＲＣ 2

南西5.5 m

市道

水道、

下水

１低専
(50,100)

（その他）

150 370 240 40 戸建住宅地

11 20 220 ほぼ長方形

１低専
(50,100)

戸建住宅地 方位 +1.0

131,000

／

／

／

令和 7 100,000

30,700,000 131,000

□ □

宜野湾(県) 8

144,000

108.3

101.0 112.3

101.0
139,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

+9.0

+2.0

0.0

□ □

□ □

■
125,000

+4.8



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整理済の住宅地域

宜野湾市役所前停
330 m

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

宜野湾市役所前停　北
東方
330 m

拡大基調にある県経済や好調な観光業の影響を受け、土地需要の増加
が認められるが、建築費の高止まりなど懸念材料も存在する。

居住環境が良好な区画整理地内に所在しており、利便性の高さから需
要が高い。

特別な変動要因はないが、地域の標準的使用であり、相応の競争力を
有していると思料する。

区画整然とした市役所背後の住宅地で、近隣地域内に特段の変動要因はないため、現状を維持すると予測する。
スーパーや役所が近く利便性が高い地域で、需要が高い一方供給が少なく、地価は上昇傾向にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は宜野湾市内の類似した住宅地の取引事例を採用して試算しており、市場性を反映した実証的な価格で規範性
は高い。この地域は共同住宅がみられるが、想定建物における地域の標準的賃料を前提とすると、昨今の建築費高騰に
より土地に帰属する純収益がマイナスとなるため、収益還元法は適用しなかった。本件においては、規範性の高い比準
価格を採用して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市における住宅地域であるが、隣接する浦添市なども同一需給圏となる。需要者の中心は市内居住
者であるが、宜野湾市外からの転入者もみられる。利便性の高い地域であることから、需要が顕著である一方で供給は
少なく、地価の上昇は顕著である。取引の中心価格帯は土地については２５０㎡程度の土地で４０００万円から４５０
０万円程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 8

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　 － 8 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 髙平　光一

ニライカナイ・アセッツ・コンサルティング株式会社

令和 7 7 2

令和 7 7 3

宜野湾市野嵩１丁目７８６番
「野嵩１－１４－２」

259

1：1.5 ＲＣ 2

南西6 m

市道

水道、

下水

２中専
(60,200)

（その他）

110 90 200 70 低層住宅地

12 20 240 長方形

２中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          +1.0

156,000

／

／

／

令和 7 120,000

40,400,000 156,000

□ □

□ □

□ □

■
144,000

+8.3



市内の比較的旺盛な住宅地需要を反映して周辺開発素地も徐々に開発されつつある。周辺宅地価格の上昇圧力を
受け、地価は緩やかな上昇傾向と判断した。

別記様式第７ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番

③形状

①範囲　　　　

④土地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
　況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

(5)鑑定評価の手法

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

道

路

②地積（㎡）

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

控除法　　

比準価格　

控除後価格

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

　接近の状況

　来予測

　況

(8)

公
示
価
格
を
規
準

①標準地番号

－

公示価格

円／㎡

標

行政

その他

地⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地の規準
　修正 　補正 　因の比

　較　　
　要因の
　比較

　価格
（円／㎡）

100

100 100

100

［

］

［

［ ［

］

］

］

円／㎡

②変動率

％

画地 交通

環境

行政

その他

と

し

た

価

格

(9)

対
象
基
準
地
の
前
年
　

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

①対象基準地の検討

　前年基準地　　新規

前年標準価格

年間

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

③

宅造

　 因

開発造成等が困難な土地にあっては、周辺隣接所有者等との人的関係及び用地取得の優位性によって、造成コストのマ
イナス分をカバーすることが可能な場合も考えられる。想定要素の精度により価格が左右される控除後価格はやや信頼
性に劣る。よって、本件では、比準価格を標準に、控除後価格を参考として、周辺住宅地の価格水準との均衡にも留意
し、景気回復基調にある市内の不動産市場動向にも留意しつつ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

原野 既成住宅地域に近接する
熟成度中位の地域

広栄団地入口停900 m

嘉数小学校南東方の分譲住宅
地域周辺の宅地見込地地域

接面道路なし 広栄団地入口停　南東
方
900 m

市内人口はやや増加傾向。高齢化率も同様である。戸建分譲地の需要
は比較的旺盛であり、開発素地もその下支えとなっている。

市内分譲住宅地の取引価格は上昇傾向にあり、素地価格の取引も同様
の傾向と判断される。

規模、形状ともに地域の標準的なものと判断され、個別的要因に変動
はない。

当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(6)市場の特性 同一需給圏は市内全域及び周辺市町村の一部にも及ぶものと判断される。需要者の中心は、県内外の宅地開発目的で取
引意思を決定する宅地分譲業者と見込まれる。市内の住宅地価格の堅調な上昇傾向を受け、宅地開発素地の取引価格も
緩やかに上昇している。これに伴い、造成コストの上昇傾向がやや懸念されるが、周辺住宅地需要の堅調さから、開発
素地の価格水準は緩やかな上昇傾向である。取引価格帯にはバラツキがあり、中心価格帯の把握は困難である。

準
化
補
正

域
要
因

年 月 日

年 月 日(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月](１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

年 月 日

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

宅地見込地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －3 1

１㎡当たりの価格鑑定評価額 円 円／㎡

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

   の適用

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　3 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 7 6 10

令和 7 7 3

宜野湾市我如古４丁目５０３番 1,034

1：2   － 

１低専
(50,100)

（その他）

30 30 30 50 原野

25 40 1,000 ほぼ長方形

１低専
(50,100)

転換後・造成後の戸建住宅地 ない

40,100,000 38,800

□ □■

38,000

+2.1

38,800

39,800



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗、事務所兼住
宅

国道沿いに小規模小売店
舗等が連たんする商業地
域

普天間停近接

特になし １８ｍ国道 普天間停　南方近接

観光需要が回復しており、景気は緩やかな拡大傾向にある。

周辺の整備事業が進捗するほか、近隣商業地への出店需要は概ね堅調
であるが、その他格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

西普天間住宅地区跡地及び普天間飛行場周辺まちづくり事業の進捗に伴う地域発展への期待感の高まり等から店
舗や住宅等の需要は高まっており、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

国道沿いの商業地域に所在し、店舗の敷地等、土地取引は自己業務目的が主であり、昨今の高騰した建築費や収受可能
な賃料水準を考慮すれば、賃貸の収益性に着目した土地取引が市場を牽引する状況にはない。そこで本件では、市場の
実態を反映した比準価格を採用し、収益価格を参考にとどめ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市及びその周辺市町村の商業地域一円である。幹線道路沿いに店舗・事業所等がみられる地域であ
り、需要者は地元企業や個人事業者等が中心となる。周辺の開発事業が進捗しており、近隣の商業地需要は高まってい
る。取引される画地の規模や形状等は様々であり、また、商業地の取引は個別の事情を含むことが多いため、取引の中
心価格帯は見出し難い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　5 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 井澤　康

一般財団法人日本不動産研究所

令和 7 6 27

令和 7 7 3

宜野湾市普天間２丁目１５３番３
「普天間２－４６－９」

165

1：1.5
ＲＣ 3

東18 m

国道、

北側道

水道、

下水

商業
(80,400)

（その他）

(90,400)

40 20 90 90 低層店舗兼住宅地

10 16 160 ほぼ長方形

商業
(90,400)

低層店舗兼住宅地 角地 +3.0

174,000

78,600

／

／

令和 7 130,000

28,700,000 174,000

□ □

□ □

□ □

■
155,000

+12.3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 県道沿いに店舗、事務所
のほか共同住宅も見られ
る商業地域

普天間市場入口停
210 m

比較的高度利用が進んでいる
県道沿い商業地域

１６ｍ県道 普天間市場入口停北東
方
210 m

　県内景気は拡大基調にある。個人消費は緩やかな増加、観光は拡大
基調、設備投資は持ち直している。当市の人口は微増傾向。

近接する国道沿道で普天間飛行場周辺まちづくり事業が進められてい
る。

個別的要因に変化はない。

当該地域は県道沿い商業地域として概ね熟成しており、今後も現在の環境を維持するものと予測する。普天間地
区の中心商業地を補完する地域として堅調な需要があり、地価は上昇傾向となっている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域では店舗等の新規出店は少なく、また賃貸契約の個別性による賃料の幅が大きいため適正な賃料水準がやや見
出し難い状況にある。そのため収益価格の信頼性は劣る。比準価格は同一需給圏の類似地域等に所在する規範性の高い
事例を中心に把握されており、補修正や要因比較も適切になされたものと思料する。従って比準価格を重視し収益価格
を参考として、指定基準地との検討をも踏まえた上で鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、概ね宜野湾市内の商業地域と判定した。特に幹線沿い商業地域との関連性が強い。需要者は法人事業者
が中心だが個人事業者も見られる。景気拡大傾向のなか主要幹線沿道や繁華性の高い地域を中心に商業地の需要は高ま
っており、背後住宅地域の地価上昇の影響も受けている。同一需給圏内の民間取引は少なく、価格帯もまちまちである
ため需要の中心となる価格帯は見出せなかった。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　5 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 7 6 13

令和 7 7 3

宜野湾市普天間１丁目５７９番７外
「普天間１－１１－１５」

83

1：1.2 ＲＣ 6

南西16 m

県道、

背面道

水道、

下水

商業
(80,400)

（その他）

(90,400)

150 100 20 40 中層店舗兼共同住宅地

8 10 80 長方形

商業
(90,400)

中層店舗兼共同住宅地 二方路                        0.0

157,000

45,000

／

／

令和 7 120,000

13,000,000 157,000

□ □

宜野湾(県) 5 1

155,000

112.3

103.0 108.1

100.0
156,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

+1.0

+1.0

+6.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
145,000

+8.3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 国道沿いに店舗兼共同住
宅、銀行、店舗等が建ち
並ぶ路線商業地域

長田停190 m

国道３３０号宜野湾中古車街
道沿線の路線商業地域

１８ｍ　国道 長田停　北東方190 m

市内人口はやや増加傾向。高齢化率も同様である。西普天間地区の土
地区画整理事業が進捗中であり、客足等の増加が期待される。

地域要因に特段の変動は無い。

角地で効用がやや優る部分を除いて、個別的要因に変動はない。

国道３３０号沿線の路線商業地域である。同一路線上に存し、類似地域である上原、長田、我如古、宇地泊の価
格上昇及び背後住宅地の価格上昇を受け、地価は上昇傾向と判断。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、市内の類似地域等の取引事例を採用した。収益価格は、建築費の高騰及び賃貸物件への投資不採算性を反
映し、低位に試算された。市内外に見られる郊外型大型店舗等との競合の程度、取引価格水準の推移動向、背後住宅地
の取引価格の動向及び景気回復下の不動産市場への影響の程度等も考慮した結果、市場性を反映した比準価格を標準に
、収益価格を参考とし、指定基準地との検討を踏まえて鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、市内の幹線及び副幹線道路沿線に存する商業地域であり、一部隣接市町村内の類似地域を含むものと判
断される。需要者は、市内及び県内外の法人、個人等である。我如古交差点を起点として上原交差点に至る国道３３０
号路線上の地価は、緩やかな地価上昇が継続している状況にあり、背後住宅地の価格上昇圧力も見られる地域である。
中心となる価格帯は、土地のみで総額３，５００万円前後と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　5 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 7 6 10

令和 7 7 3

宜野湾市宜野湾１丁目２１０番４
「宜野湾１－３－２」

209

台形

1：1 ＲＣ 3

南東18 m

国道、

南西側道

水道、

下水

準住居
(60,200)

（その他）

(70,200)

150 150 80 30 低層店舗兼共同住宅

16.5 14.5 250 長方形

準住居
(70,200)

低層店舗兼共同住宅 角地                          +3.0

154,000

56,300

／

／

令和 7 115,000

32,200,000 154,000

□ □

宜野湾(県) 5 1

155,000

112.3

103.0 113.5

103.0
153,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

+2.0

+6.0

+5.0

0.0

□ □

□ □

■
145,000

+6.2



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

事務所、店舗兼住
宅

低、中層の飲食店舗、事
務所等が建ち並ぶ路線商
業地域

宇地泊停近接

特にない ３０ｍ国道 宇地泊停　西方近接

拡大基調にある県経済や好調な観光業の影響を受け、土地需要の増加
が認められるが、建築費の高止まりなど懸念材料も存在する。

国道５８号沿いの繁華性が高い地域に所在していることから、需要が
高い。

特別な変動要因はないが、地域の標準的使用であり、相応の競争力を
有していると思料する。

国道５８号沿いの路線商業地域であり、商況は良好で店舗の集積も高く、背後の住宅地も需要が旺盛であること
から、商業繁華性は維持すると予測する。需要が認められる一方で、供給が少なく地価は上昇している。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は宜野湾市内の類似した商業地の取引事例を採用して試算しており、市場性を反映した実証的な価格で規範性
は高い。収益還元法による収益価格は、家賃の上昇などにより家賃収入は改善傾向にはあるが建築費高騰などの要因か
ら収益性は低く、その妥当性を見出しにくい。そこで本件においては、規範性の高い比準価格を採用して、収益価格を
参考とし、指定基準地からの検討を考慮のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市内の中心市街地や幹線道路沿いにおける商業地域であるが、隣接市町などの幹線道路沿いの商業
地も同一需給圏となる。主たる需要者の中心は県内事業者等である。街路条件並びに立地条件の良さから需要は認めら
れる一方で、供給が少ないことから地価は上昇傾向にある。同一需給圏内での土地取引は面積規模などの条件によって
幅があるため、土地価格の中心価格帯を把握するのは難しい。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　5 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 髙平　光一

ニライカナイ・アセッツ・コンサルティング株式会社

令和 7 7 2

令和 7 7 3

宜野湾市宇地泊２丁目７９番１
「宇地泊２－５－６」

205

1：2.5
ＲＣ 3

南東30 m

国道、

背面道

水道、

下水

近商
(80,300)

（その他）

(90,300)

230 40 60 20 低層店舗兼共同住宅地

10 24 240 長方形

近商
(80,300)

低層店舗兼共同住宅地 二方路                        +2.0
間口・奥行の関係              -2.0

232,000

106,000

／

／

令和 7 175,000

47,600,000 232,000

□ □

浦添(県) 5 3

330,000

108.2

103.0 150.7

100.0
230,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

+3.0

+38.0

+6.0

0.0

□ □

□ □

■
214,000

+8.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

事務所兼住宅 店舗、事務所のほか共同
住宅等も混在する区画整
理済の商業地域

真志喜停350 m

国道５８号から沖縄コンベン
ションセンターへ通じる市道
沿いの商業地域

２０ｍ　市道 真志喜停　北西方350 m

市内人口はやや増加傾向。高齢化率も同様である。西普天間地区の土
地区画整理事業が進捗中であり、客足等の増加が期待される。

地域要因に特段の変動は無い。

個別的要因に変動はない。

国道５８号から沖縄コンベンションセンターへ通じる市道沿線の商業地域である。市内類似の商業地域、国道沿
線商業地域及び背後住宅地域の価格上昇を受け、地価は上昇傾向と判断。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は類似地域内の取引事例を採用した。収益価格は、建築費の高騰及び賃貸物件の投資物件としての不採算性を
反映し、低位に試算された。市内外の郊外型大型店舗等が存する商業地域との競合の程度、取引価格水準の推移動向、
背後住宅地の取引価格の動向及び景気回復基調下の不動産市場への影響の程度等も考慮した結果、市場性を反映した比
準価格を標準に、収益価格を参考とし、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、市内の幹線及び副幹線道路沿線に存する商業地域であり、一部隣接市町村内の類似地域を含むものと判
断される。需要者は、市内及び県内外の法人、個人等である。類似地域である南西側の宇地泊地区を含めた当該路線上
の地価は、ここ数年地価高騰が継続している状況にあり、背後住宅地の価格上昇圧力もかなり見られる地域である。中
心となる価格帯は、土地のみで総額５，２００万円前後と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　5 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 7 6 10

令和 7 7 3

宜野湾市真志喜２丁目８番５
「真志喜２－８－８」

240

1：2 ＲＣ 3

南西20 m

市道

水道、

下水

近商
(80,200)

（その他）

(90,200)

50 20 400 10 低層店舗・事務所兼共同住宅地

12 20 240 長方形

近商
(90,200)

低層店舗・事務所兼共同住宅地 ない

216,000

115,000

／

／

令和 7 170,000

51,800,000 216,000

□ □

□ □

□ □

■
202,000

+6.9



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

工場兼事務所 工場、倉庫、店舗等が混
在する工業地域

老人ホーム愛誠園前停
560 m

国道５８号バイパス背後の工
業地域

８ｍ市道 老人ホーム愛誠園前停
北西方
560 m

　県内景気は拡大基調にある。個人消費は緩やかな増加、観光は拡大
基調、設備投資は持ち直している。当市の人口は微増傾向。

利便性の高い工業地については希少性の高い状況が続いている。

個別的要因に変化はない。

当該近隣地域は、当面は現在の環境を維持するものと予測する。利便性の高い工業地域として希少性があり、用
途の多様性も見られることから地価は上昇傾向が続いている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域内は自己使用の倉庫・工場が多く賃貸市場が未成熟であるため、収益価格は求め得なかった。比準価格は、比
較可能な事例が少数であったが適切に試算されたものと判断する。そこで、類似地域内の地価公示標準地との検討をも
踏まえたうえで比準価格を妥当と判断して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、概ね本島中南部の流通業務地域や工業地域と判定した。特に西海岸側の利便性の良い地域との関連性
が強い。需要者は県内外の法人事業者が中心。景気拡大の動きのなか、流通業務地域・工業地域の需要は堅調であり、
特に利便性の良い工業地は希少性が高く需要超過の状況が続いている。同一需給圏内の民間取引は少なく、価格帯もま
ちまちであるため需要の中心となる価格帯は見出せなかった。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －9 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

宜野湾(県)　9 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 7 6 17

令和 7 7 3

宜野湾市大山７丁目１４００番１５
「大山７－４－１７」

1,752

1：2 Ｓ 2

南西8 m

市道

水道、

下水

準工
(60,200)

（その他）

400 30 230 0 工場兼事務所地

30 60 1,800 長方形

準工
(60,200)

工場兼事務所地 ない

132,000

／

／

／

令和 7 105,000

231,000,000 132,000

□ □■

104,000

浦添 9 1

104.2

100.0 81.8

100.0
132,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

+2.0

-19.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
128,000

+3.1


